
「暴力団事務所」の取得ルートに占める競売・公売の割合に関する調査結果

日本弁護士連合会

民事介入暴力対策委員会調査（H21）
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民事介入暴力対策委員会調査（H24‐25）
＜調査対象：中部6県100か所＞
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讀賣新聞報道(H25.1.31）

• 全国の裁判所の競売で少なくとも32か所のビルを入手し、組事務所として使用。うち11か所は組長名で落札。

• 「捜査関係者によると、ある山口組の２次団体組長は警察当局に『山口組では数年前から、合法的に事務所を構えるために
競売参加を奨励する通達が組織的に出ている』と説明したという」
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